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研究成果の概要（和文）：　本研究は、最近注目されつつあるHAMの現況を踏まえ、HAMにおける重要な役割を果
たしているホテルアセットマネジャーの育成について考察するとともに、大学におけるHAM人材教育の方向性を
検討することを試みた。
　研究の成果として、下記の3点が挙げられる。第1に、必須科目として卒業まで800時間程度のインターンシッ
プを実施することである。第2に、インターンシップ先や卒業後の進路先の確保のため、在学生と卒業生間の関
係づくりを積極的に支援することである。最後に、実学として理論教育と実務教育の両方をバランスよく行って
いることである。上記の3点は日本のホスピタリティ教育においても示唆する点が多いと言える。

研究成果の概要（英文）：　This research focuses on human resource development of hotel asset 
managers with the current trends of HAM and implies on the further human resource development of HAM
 in Universities in Japan. We conducted an analysis on educational curriculums of Michigan State 
University and Cornell University in United States who provides HAM education.
　As a result of this research, we found out that there are three elements for the development of 
HAM education in Japan;①Practical and intensive experiences such as compulsory internship over 800 
hours.②Building a network system between students and alumni, in order for students to access 
practical internships and jobs.③Balancing theory and practice in order to keep up with industrial 
demands and needs for university education.

研究分野：ホテル経営

キーワード： ホテル経営　観光経営　ホテルアセットマネジメント
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

1．研究開始当初の背景 
ホテル産業は、不動産の所有および運営に
おけるもっとも専門的かつ複雑な業種であ
り、ホテル投資のための指標も他の商業施設
への投資の場合と大きく異なっている。ホテ
ルは他の不動産投資と同様に資本集約型で
あり、移設が困難で、コントロール不可能な
外部的要因に影響を受けている。商業用ある
いはオフィス用の建物は、その建設において
同じく資本集約型で、それらの長期のリース
と比較的シンプルな運営モデルで成り立っ
ている反面、ホテルは他の不動産ベンチャー
と異なり、極めて労働集約型で、究極的には
今日のキャッシュフローから明日のキャッ
シュフローを予測することが困難なビジネ
スとも言える（Denton, 2009）。 
 米国においてホテルが出現して以来の 200
年以上の間に、ホテル所有の構造と経営方式
においては劇的な変化を遂げている。いくつ
かのホテルは依然として個人オーナーによ
って所有され運営されているが、現在におけ
る一般的所有の形態は、企業や兼業のオーナ
ーによってなされており、彼らオーナーは基
本的には金融投資家であり、結果的にホテル
運営者になる人々である。上記のような劇的
変化の要因としては、ホテル経営における所
有と運営を分離したことがあげられ、これが
HAMの始まりである。過去 50年以上にわた
って商業不動産の所有が「制度化」される中
で、不動産のアセットマネジャーの役割は、
主にして所有と運営の分離によって生み出
されたトラブルを解決し、不動産運営の監督
者、あるいはオーナーの代理人の役割であっ
た（Beals, 1996）。 
従って、不動産のアセットマネジャーは

1980 年代以前から存在したが、その機能は
1980 年代と 1990 年代に入り、ますます明確
化され独立したものとなっていった（Raleigh 
&McCarthy, 1995）。 
 一方、独自の専門領域としての HAMは、
1980年までは進化を始めておらず、アセット
マネジャーを必要とする顧客は、ホテル投資
の長期のリターンの高さに引き付けられた
機関投資家及び保険会社と、ホテルへの融資
と銀行差押え不動産の問題に直面していた
融資機関の 2つのタイプであった。すなわち、
初期のホテルアセットマネジャーは債務整
理の専門家であった。その後、ホテルアセッ
トマネジャーは、債務関係のトラブルを解決
するだけではく、ホテル産業の固有のリスク
を回避し、利益を得られるなどホテル資産価
値を向上させる能力を持っていると認めら
れ、ホテルオーナーとホテルオペレーターの
間で交渉と整理を遂行するなどホテル運営
全般にかかわるようになっている（Singh et 
al., 2012）。 
2．研究の目的 
本研究は、上記の米国における HAMの登
場と成長を踏まえ、日本における HAMの登
場と成長を考察し、日米における HAMの特

徴を整理したうえで、HAM におけるステー
クホルダーの構造的関係を明らかにするこ
とを目的とする。具体的には、マネジメント
契約をめぐるホテルオーナー、ホテルオペレ
ーター、ホテルアセットマネジャーの 3者間
の利害関係を解明すると同時に、日本のホテ
ル産業の成長要因としての HAMの重要性を
認識し、ホテルアセットマネジャーの役割及
び育成環境の整備を検討し、日本型 HAM の
フレームワークの構築を試みる。 
3．研究の方法 
本研究は、日米の HAMの歴史的変遷を考
察した上で、MC をめぐるホテルオーナー、
ホテルオペレーター、ホテルアセットマネジ
ャーの 3者間の利害関係を解明すると同時に、
ホテルアセットマネジャーの役割及び育成
環境の整備を検討し、日本型 HAMのフレー
ムワークの構築を試みることを目的とする。
研究目的を達成するため、本研究では、文献
研究に基づき、定性調査及び定量調査を融合
した混合的研究方法を用いて研究を進めて
いく。   
文献研究による日米における HAMの登場
と成長過程を比較分析し、HAM にかかわる
ステークホルダーの構造的関係及びホテル
アセットマネジャーのプロフィール調査を
行った後、ホテルアセットマネジャーの人材
育成環境に関する調査を実施し、その成果を
まとめて日本型 HAMのフレームワークを構
築する。 
4．研究成果 
（1）HAMの発展とホテルアセットマネジャ
ーの登場 
ホテルを所有し、所有者自らが直接経営を
したければ、HAM の必要性はない。アメリ
カにおいても、日本においても、小規模ホテ
ルは上記のように所有者が直接経営してい
るケースが多い。しかし、グローバルレベル
でみると、大規模ホテルチェーンは 1970 年
代から所有と経営の分離が始まり、ホテル運
営会社（Hotel Operator）が登場し始めた。ホ
テル運営会社であるマリオットやヒルトン
が、自身の資金でなく、ナレッジを利用して
他者の資金でホテルを経営しようと考えた
のが始まりである。 
その後、あまり経営に関心のないオーナー
が気付いたのが、ホテル運営会社の力が強く
なりすぎていると感じ始めた。1980年代の不
況の時、不良債権としてホテルを抱えること
となった銀行側のため、活躍したのがホテル
アセットマネジャーの最初のプレイヤーで
ある。銀行としては経営再建をして、ホテル
を売るということが狙いであった。そもそも
銀行は所有をする気はないが、経営を安定化
させて、有利子負債を返してもらおうと考え
ていた。 
そうしたホテルアセットマネジャーはコ
ンサルタントとして働いていた人が多く、政
府や銀行に経営再建を担う役割、すなわちワ
ークアウト・スペシャリスト（Workout 



Specialist）として雇われていた。当時のホテ
ルアセットマネジャーは所有者側に雇われ、
ホテル運営会社の活動を監視する構造であ
り、それはさまざまなトラブルの原因となっ
た。その後、所有者の質も変化しており、
Private equityや投資銀行等に所有され、監視
役としてホテル側を見る役割として、ホテル
アセットマネジャーが雇われるようになっ
た。 
上記のように、HAM 分野における専門家
としてホテルアセットマネジャーが雇われ
ているが、最近では戦略的な側面を担うこと
も多く、交渉や保険のポリシーなどといった
こと、テクノロジー面、ディストリビューシ
ョンなども見なくてはいけなくなっている。 
つまり、ホテルアセットマネジャーは、不
動産面とオペレーションの両面を理解しな
くてはならないため、両方をうまくコントロ
ールしながら能力を発揮できる人材育成は
非常に難しくなっているのが現状である。大
手企業では、オペレーション面として元総支
配人を雇ったり、不動産関連に明るい投資銀
行出身者を雇ったりしている。レベニューマ
ネージメントやサステイナビリティ―など、
マネジャーとして継続的に理解を深めなく
てはならないことも増えている。 
（2）最近の HAMのトピック 
最近、米国において、HAM に関連してホ
ットトピックとなっているのは、OTA（Online 
Travel Agent）の影響が強くなっていること、
新たな脅威として Airbnb をはじめとする民
泊関連企業の台頭、人件費の高騰の 3つであ
る。 
まず、第 1 に、Expedia や Priceline をはじ
めとする OTA が、ホテルチェーンよりもマ
ーケティングバジェットや顧客数を持って
おり、彼らに対するコストが非常に高いもの
となっている。また、OTAやオンラインサイ
トの影響で、Midscaleやバジェットホテルの
コモディティ化（多くのブランドがこの価格
帯となっているため）は進み、差別化要素が
無くなってきており、価格勝負の現状となっ
ている。 
第 2に、Airbnbをはじめとする民泊関連企
業の台頭であるが、ホテルアセットマネジャ
ーにとっては周辺にホテル以外の宿泊施設
が登場することで、新たな競合が登場したと
考えており、プライシングなどについて注視
する必要がある。 
第 3 に、人件費（Labor Cost）の高騰であ
るが、従来はマネジャーの残業代金をしはら
わなくてはならないサラリーの Threshold（閾
値）は 25,000USD であったが、現在は
48,000USD 以下へと法律上変更されており、
固定費の上昇からマネジャーのシフトを減
らすなどの対応が必要となっている。 
また、米国の Hospitality Asset Managers 

Association （HAMA）が 2012 年から実施し
ている CERTIFIED HOTEL ASSET MANGER
（CHAM）は、資格のメリットとしては CPA

（公認会計士）のように、オーナー（所有者）
としてのメリットは CHAMを持つことで、IR
情報などの対外的なアピールに CHAM が
○○名いるということを示すことができる。  
また、コンサルタントのような立場で複数
のホテルにアセットマネジャーとして雇わ
れている場合は、資格そのものとして自分を
アピールできる。しかし、資格取得要件が厳
しいものとなっているため、受験者は少なく
なっている。現在の資格要件は、6 年以上ホ
テルアセットマネジャーとしての経験があ
ること、CHAMメンバー2名以上の推薦、200
－300 問以上のテストに合格すること（テス
トの内容は法律、ファイナンス、オペレーシ
ョン、ディストリブ―ション等多岐にわたる）
となっている。 
上述したように、受験者が増えない要因と
しては、資格取得者は 6年以上のホテルアセ
ットマネジャーは、実務経験が豊かな General 
Manager などが対象となる。彼らの多くは大
学卒業から 20 数年が経ち、テストなどを受
けていないため、テストに慣れておらず、テ
ストを受けることに対して不安感が大きい。
上記の問題に対しては、短時間の講座を開き、
テストに対する不安感を払しょくすること
などの取組を考えている。 
（3）MSUにおける HAM教育 
1）Real Estate Investment Management program
の概要 

MSNにおける HAMの人材育成は、ホスピ
タリティビジネス学部生の中、2 年次に少人
数の成績優秀者を選抜し、3～4年で集中教育
を行っている。同プログラムは、ホテルなど
ホスピタリティ産業に限らず、不動産全般を
対象としており、不動産開発でのキャリア形
成を希望する学生のための競争力の高いオ
プションとして位置づけられている。選抜条
件は、優秀な学業成績、卒業単位に十分な余
裕があること、金融への高い関心、そして同
プログラムに対する高い関心を持つことで
あり、19～20単位を取得できるプログラムで
ある。 
専門分野としては、ホテル、不動産ファン
ドおよび資産運用会社、それらに特化したホ
スピタリティ企業、ホスピタリティコンサル
ティング、鑑定会社、ホスピタリティ不動産
開発会社、不動産買収・開発会社などである。 
ホテル開発プロジェクトは、開発者、市場
や金融アナリスト、アーキテクト、エンジニ
ア、請負業者、土地プランナー、弁護士、フ
ランチャイザー、管理会社、インテリアデザ
イナー、ブローカー、不動産鑑定士、貸し手、
投資家など様々な専門家を伴う多次元プロ
セスであり、同プログラムは、その専門的な
スキルやキャリア形成の選択肢を増やすた
めに、専門知識と実務、現場学習などで構成
されている。 
2）Real Estate Investment Managementのカリキ
ュラム 
前述したように、同プログラムは、19～20 



credit hours を取得できるプログラムである、
基本的にはホスピタリティビジネス学部の
カリキュラムを共有している。19～20 credit 
hours は、core courses が 12 credit hours、
selective courses が 3～4 credit hours、core 
workshopが 4 credit hoursとなっている。ファ
イナンスの履修と実務現場でのワークショ
ップの参加を義務付けられている。 
（4）CNUにおける HAM教育 
1）Real Estate Minor の概要 

Real Estate Minor（不動産関連副専攻）は不
動産業界へのキャリアを目指す学生向けの
副専攻であり、Real estate finance、real estate 
investor、real estate consulting、structured finance、
real estate transaction support分野において、不
動産投資関連のキャリアを目指す学生向け
のプログラムである。 

Cornell大学の Real estate minorの特徴は、
Coursework、Connections、Careerの 3つの要
素が上手く作用していることにある。 
①Coursework 

Cornell大学の全1年生を対象とした副専攻
として、School of Hotel Administration所属の
学生は、最低 21 credit hoursを履修すること
になっている。21 credit hours は、4つの必修
科目（core courses、12 credit hours）、3つの選
択科目（selective courses、9 credit hours）とし
て構成される。また、 School of Hotel 
Administration以外の学生は 最低 18 credit 
hoursを履修することになっており、4つの必
修科目（core courses、12 credit hours）、2つ以
上の選択科目（selective courses、6 credit hours）
になっている。 
望ましい履修パターンとしては、

Foundation of Financial Management 
Courses-Accounting and Finance（会計とファイ
ナンス、必修 2科目、6 credit hours）、Foundation 
of Real Estate Courses- Principles of Real Estate 
and Hospitality Real Estate Finance（不動産、お
よびホスピタリティに関する不動産ファイ
ナンス、必修 2科目、6 credit hours）、不動産
投資等に必要なスキル（選択科目）を履修す
るパターンである。 
②Connections 
業界のネットワーキングや業界リサーチ、
不動産マーケットや実際の不動産取引に関
して、学生をサポートするプログラムとして
Annual Real Estate Career Dayがある。主な内
容は、夏季インターンシップ、就職活動のた
めのキャリアフェアへの参加することであ
る。また、このキャリアフェアの他に卒業生
とのインフォーマルな相談の機会等を提供
する。 
③Careers 

Cornell 大学キャリアサービスオフィスが
提供するキャリアプランニング活動に参加
する機会を提供することである。 
2）在学生のための支援活動 
①Cornell Real Estate Club (CREC) 
学生主導のクラブとして、在学生が運営し

ており、約 800 名以上の学部生、大学院生、
卒業生が所属している（Center for Real Estate 
& Finance(CREF)のReal Estate Minorの学部生
または Baker Program in Real Estateの大学院
生）。 
クラブのミッションは、卒業生や不動産や

Hospitality 業界とのネットワーキングや実務
面での学生の理解の向上や学習意欲の向上
を目的に、プロフェッショナルとふれあい、
プロフェッショナルから刺激をうける機会
を提供することであり、Real Estate業界に身
を置いたことが無く、業界に対して理解が無
い学生に対して、業界の知識を得てもらい、
学習の質の向上を促しつつ、業界を身近に感
じてもらうためのフォーラム（議論や社交の
場）を提供することが目標である。 
②理事会・アドバイザリーボード 
理事会は Cornell の卒業生（業界に身を置
く卒業生）が役に付いており、Cornell School 
of Hotel Administrationの教授が務めている。 
③Real Estate 101（座学、クラブ活動） 
大学 1年生および 2年生に対して、インタ
ーンシップや就職活動を勝ち抜くことを目
的に業界の基礎を教えることであり、3 年生
以上の学生に、就職活動の際の面接テクニッ
クや見過ごしがちなキーポイントを伝授し
ている。上級生が下級生に Valuationのテクニ
ックを TA として伝授するなど、学生間で知
識やスキルの共有がなされている。 
④Associate Real Estate Council（AREC） 
在校生と卒業生をつなぐメンター活動を
主にする不動産業界の同窓会プログラム
（AREC）との共同活動であり、800人以上の
学生が学内各地に所属し、それぞれのメンバ
ーが知識を共有したりネットワークしたり
する機会を創出することも重要な活動の一
つである。教授がゲストスピーカーを招くほ
か、学生が Career Trekと呼ばれる現場視察旅
行も企画している。 
（5）まとめ 
昨今、訪日外国人観光客の増加に伴い、観
光産業が注目されており、外国人観光客の受
入におけるホスピタリティ人材育成の必要
性が高まっている。その必要性に応じて日本
の多くの大学でホスピタリティ教育が行わ
れているが、ホスピタリティ教育に必要な現
場実習（インターンシップなど）に関しては
十分な教育が行われていると言いにくいの
が現状である。ホスピタリティ教育の本場で
ある米国の大学においては、インターンシッ
プは卒業認定の必須科目となっている。  

MSUにおいては、卒業するためには 2回の
インターンシップを行う必要があり、ホテル
オペーレション（フロント、ベルボーイ、サ
ービングなど）400 時間、ホテルマネジメン
ト（運営管理）400 時間の合計 800 時間を実
施 し て い る 。 Real Estate Investment 
Management program に所属している学生も
同様である。CNUも同様に 800時間の実習を
義務付けられている。一方、日本の場合は、



インターンシップは必須単位ではなく、1～2
週間の短い期間で行っているケースが多い。
その理由としては、インターンシップの受入
先との連携関係の弱さが挙げられる。 
米国の大学は、上記の問題点を在学生と卒
業生との関係強化を通じて乗り越えている。
例えば、MSU の場合は、alumnus（校友）と
のパートナーシップの強化を通じて、インタ
ーンシップなどの産学連携教育を実現して
いる。alumnus との交流を強化するため、キ
ャンパス内で Home Coming Day（3日間）の
開催、ニューヨークの Hotel Showに合わせて
カンファレンスの開催、シカゴマーコミック
コンベンションセンターでのレストランシ
ョーの開催など、年 3回のイベントを開催し、
卒業生との交流を強化している。また、上記
の学校側のイベントとは別途に、学生による
イベントも開催しており、例えば、卒業生の
寄付（無料宿泊券など）によるオークション、
キャンパス内でディナーショー、Carrier 
EXPO などの開催を通じて実践的に学んでい
る。 
また、CNU の場合は、前述したように、

Annual Real Estate Career Dayを通じて在学生
と卒業生との交流を図るとともに、各種クラ
ブ活動を通じて Real Estate業界への興味を持
ち、知識を深めると同時に、実務現場との関
係を維持している。さらに、学内で運営して
いるThe Statler hotelにおけるリーダーシップ
プログラムを通じて、学生がナイトマネージ
ャーを担当することによって実務現場体験
の機会を提供している。学生の 15-20%が履修
をし、特にホテルのオペレーション関連の職
に就きたい学生が履修をする。The Statler 
hotelの年間 30百万 USDの売上のうち、5百
万 USD 程度を大学のトレーニング関連支出
へと充てられる。The Statler hotelとしては、
教育という側面もあるため、価格競争へとな
らないように注意を払い、4 つ星ホテルの質
を保っている。 
上記のように、米国におけるホスピタリテ
ィ教育並びに HAM教育が将来の進路先を見
据えて理論と実務の両方を身につけさせる
ための教育を行っていることは、日本のホス
ピタリティ教育及び HAM教育において示唆
する点が多い。 
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